
  (3) 合計特殊出生率

  (4) 福島県内の里帰り出産件数

  (5) 県の人口と避難者数

資料：県統計課「福島県現住人口調査年報」 、「福島県の推計人口(福島県現住人口調査結果)」、
　　　　復興庁「全国の避難者等の数」
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※県外避難者数、県外避難者数は各月上旬の累計避難者数
※「避難者数の数」は、H26.4及びH26.8にそれぞれ集計範囲を変更しているため、増加している。

（合計特殊出生率）

全国 福島県

資料：厚生労働省「人口動態統計」

※15歳から 歳までの女性の年齢

別出生率を合計したもので、１人の

女性が仮にその年次の年齢別出生

率で一生の間に生むとしたときの子

ども数に相当。

合計特殊出生率＝

母の年齢別出生数

年齢別女性人口

（件）

資料：福島県産婦人科医会業務資料
※県内及び県外の居住地から県内の実家に戻って出産した件数
※出産を扱う県内医療機関のうち 医療機関分を集計

県内の避難者数 県外の避難者数 人口
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～ 統 計 デ ー タ か ら 見 る 福 島 県 の 現 状 ～

△ △ △ △ △ △ △ △ △ △

△

△

△
△

（千人）

転
入

転
出

年少 生産年齢 男 生産年齢 女 老年 転入－転出

年少： 歳から 歳 生産年齢： 歳から 歳 老年： 歳以上

資料：県統計課「福島県現住人口調査年報」 、「福島県の推計人口 福島県現住人口調査結果 」
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３　県内製造業の製造品出荷額等の推移

県計
　県北
　県中
　県南
　会津
　南会津
　相双
　いわき

４　工場立地件数（地域別）の推移

資料:県統計課編「工業統計調査結果速報」「福島県の工業」
　※従業者数4人以上の事業所を対象
　※H23、H24年調査における調査対象外の地域
　　 ・全域が対象外「楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村」
　　 ・一部の地域が対象外「田村市（H23年調査のみ）、南相馬市、川俣町、川内村（H23年調査のみ）」
　※H25年調査における調査対象外の地域
　　・全域が対象外「大熊町」
　  ・一部の地域が対象外「南相馬市、川俣町、楢葉町、富岡町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村」

事業所数 従業者数（人） 製造品出荷額等（億円）

県北 県中 県南 会津 南会津 相双 いわき

製造品出荷額等 事業所数 従業者数

（兆円） （事業所、百人）

件

件 件

件

件

件

県北 県中 県南 会津 相双 いわき

年 年 年 年 年

（件）

資料：福島県企業立地課「工場立地状況について」

※新増設合計の件数

    経済情勢に関する指標（暦年値　※教育旅行のみ年度値）

　　(注1)：東日本大震災により平成23年３月及び４月の調査を中止したため、調査を実施した10か月分を用いている。

　　(注2)：東日本大震災により、調査結果回収不能となった一部の施設分は推計値を用いており、他年度とは集計方法が異なる。

２　県内の経済動向（H22暦年=100とした値）

大型小売店販売額 全店舗） 新設住宅着工戸数

鉱工業生産指数 輸出・輸入額 相馬港＋小名浜港）

輸出額 輸入額

差 有効求人倍率

現金給与総額（月一人平均） 観光客入込数 教育旅行・延べ宿泊者数

未
公
表

公共工事請負金額

項  目 単位 資料

大型小売店販売額(全店舗) 百万円

新設住宅着工戸数 戸

公共工事請負金額 百万円

鉱工業生産指数 指数

輸出額 百万円

輸入額 百万円

有効求人倍率 倍

H22年差

現金給与総額 円

観光客入込数 千人 未公表

教育旅行・延べ宿泊者数 人 未公表

県観光交流課「福島
県観光客入込状況」

県観光交流課「福島
県教育旅行入込調査
報告書」

県統計課「毎月勤労統計

調査地方調査結果年報」

※H26は「月報」

東北経済産業局「東
北地域大型小売店販
売額動向」

国土交通省「住宅着
工統計」

県統計課「福島県鉱
工業指数年報」
※H26は「月報」

東日本建設業保証
（株）「公共工事前払
金保証統計」

横浜税関「横浜税関
管内貿易概況」
※H26は「貿易速報」

福島労働局「最近の
雇用失業情勢につい
て」

未
公
表

注

注
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件

件 件

件

件
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年 年 年 年 年

（件）

資料：福島県企業立地課「工場立地状況について」
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雇用失業情勢につい
て」

未
公
表

注

注



６　県内産の農産物の現状（米の相対価格、相対数量）

１ 報告対象業者は、全農、道県経済連、県単一農協、道県出荷団体（年間の玄米仕入数量が5,000トン以上）、出荷業者（年間の直接販売数量が5,000トン以上）である。

２ 産地品種銘柄ごとの価格（①）は、出荷業者と卸売業者等との間で数量と価格が決定された主食用の相対取引契約の価格（運賃、包装代、消費税を含む１等米の価格）を加重平均したものであり、数量（②）は、同契約の数量の合計である。

７　県内産の畜産物の現状（農業産出額、生産量）

22年 23年 24年 25年 22年 23年 24年 25年 22年 23年 24年 25年 22年 23年 24年 25年

肉用牛 豚 鶏卵 生乳

生産量 農業産出額

（産出額 億円） （生産量 単位：t）

資料：農林水産省「生産農業所得統計」、「畜産物流通統計調査」、
「牛乳乳製品統計調査」

※肉用牛の生産量は「牛合計」の値
※農業産出額＝生産数量×農家庭先販売価格

資料：農林水産省「 米に関するマンスリーレポート」より作成
※ 相対取引価格の市場平均比（福島県産以外の平均価格）

＝福島県産の価格÷ （全産地の価格×全産地の数量－福島県産の価格×福島県産の数量）
÷（全産地の数量－福島県産の数量） ×

※平成 年 月～ 月の相対取引価格は含まれない。

※相対価格は、全農、道県経済連、県単一農協、道県出荷団体（年間の玄米仕入数量が トン以上）、

出荷業者（年間の直接販売数量が トン以上）の、出荷業者と卸売業者等との間で数量と価格が決
定された主食用の相対取引契約の価格（運賃、包装代、消費税を含む１等米の価格）を加重平均した

ものである。

産数量 産数量 産数量 産数量

産価格 産価格 産価格 産価格

福島県産 相対取引数量 玄米万トン

福島県産 相対取引価格の

市場平均比 福島県産以外
市場平均

↓東日本大震災発生

５　県内産の農産物の現状（卸売市場の価格、数量）

 もも

 きゅうり

（資料）
グラフ（卸売価格、卸売数量）・・・農林水産省「青果物卸売市場調査(旬別結果、東京大田市場)」より作成
　　　※卸売価格の市場平均比（福島県産以外の平均価格）
　　　　　＝福島県産の価格÷｛（全産地の価格×全産地の数量－福島県産の価格×福島県産の数量）
          　　 ÷（全産地の数量－福島県産の数量）}×100
　　　※卸売数量＝福島県産の数量

表（収穫量）・・・農林水産省「作物統計」

数量 数量 数量 数量 数量

価格 価格 価格 価格 価格

福島県産 卸売数量 トン

福島県産 卸売価格の

市場平均比 福島県産以外

市場平均

収穫量
(ﾄﾝ）

全国

ｼｪｱ(%)

全国

順位

全国

ｼｪｱ(%)

全国

順位

収穫量
(ﾄﾝ）

数量 数量 数量 数量 数量

価格 価格 価格 価格 価格

福島県産 卸売数量 トン

福島県産 卸売価格の

市場平均比 福島県産以外

市場平均
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ものである。

産数量 産数量 産数量 産数量

産価格 産価格 産価格 産価格

福島県産 相対取引数量 玄米万トン

福島県産 相対取引価格の

市場平均比 福島県産以外
市場平均

↓東日本大震災発生

５　県内産の農産物の現状（卸売市場の価格、数量）

 もも

 きゅうり

（資料）
グラフ（卸売価格、卸売数量）・・・農林水産省「青果物卸売市場調査(旬別結果、東京大田市場)」より作成
　　　※卸売価格の市場平均比（福島県産以外の平均価格）
　　　　　＝福島県産の価格÷｛（全産地の価格×全産地の数量－福島県産の価格×福島県産の数量）
          　　 ÷（全産地の数量－福島県産の数量）}×100
　　　※卸売数量＝福島県産の数量

表（収穫量）・・・農林水産省「作物統計」
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市場平均
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全国
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数量 数量 数量 数量 数量

価格 価格 価格 価格 価格

福島県産 卸売数量 トン

福島県産 卸売価格の

市場平均比 福島県産以外
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９　県内の成長産業と復興需要の推移

　(1) 福島県における再生可能エネルギー設備導入状況

　(2) 医療機器生産額と全国順位

　(3) 建築・土木工事 出来高

位

位

位
位 位

位

年 年 年 年 年 年

（億円）

医療機器生産額

全国順位
0

資料：厚生労働省

「薬事工業生産動態統計年報」

合 計 民間 建築 民間 土木 公共 建築 公共 土木

月 月
月 月

資料：国土交通省「建設総合統計」
※平成26年の内訳は未公表

（億円）

県は「福島県復興計画」において、「再生可能エネルギーの推進」や「医療関連産業の集積」などを

１２の重点プロジェクトに位置付け、太陽光など再生可能エネルギーの導入拡大や医療機器開発・安全

評価拠点の整備などに取り組んでいる。

平成 年は、復旧・復興事業の本格化から、公共土木工事が

増加した。

また、被災住宅の建て替えや移転による住宅再建需要や政策
効果による工場の新増設等により民間建築工事も増加した。

平成 年は、復旧・復興事業により、公共工事が堅調に推移し

たほか、住宅再建需要に消費税率引き上げ前の駆け込み需要

等も加わり、全体で前年より増加している。

太陽光発電 風力発電 バイオマス発電 小水力発電 地熱発電

（ ）

年度 年度

年度 年度

資料：県エネルギー課資料

※平成 年度のデータは、東日

本大震災の影響により未集計。

　(1) 県内の観光客入込状況

　(2) 県内の教育旅行の現状

８　県内の観光客入込状況

県北 県中 県南 磐梯・猪苗代 会津西北部 会津中央 南会津 相双 いわき

（観光客入込数 万人）

月 月
月 月

資料：県観光交流課「福島県観光客入込状況」
※数値は、年間の観光客入込数（万人）

・平成 年の観光客入込数は、 千人、平成 年比 増となり、２年連続で前年を上回った。
・会津中央は、大河ドラマなどの影響から会津若松市内への観光客が増加し、平成 年比 増、観光圏域別

で最も高い伸び率 となった。
・避難指示区域の設定が続く相双は、震災前の平成 年比 減と大幅に減少しているが、平成 年比では

増となり、少しずつ回復傾向を示してる。
・その他の地域については、磐梯・猪苗代を除いて、平成 年比はプラスとなり、回復傾向を示している。

・ 年度の教育旅行宿泊者延べ数は 人、前年度比 増、学校数は 校、前年度比 増となり、
２年連続で前年度を上回った。福島県内で教育旅行を実施した学校の中には、自然や歴史学習に加え、被災地
視察などの震災・防災学習を取り入れている事例もあり、「福島の今」を知るきっかけとなっている。

・平成 年度比では となり、依然として厳しい状況ではあるが、少しずつ回復傾向を示している。

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

月 月 月 月 月 月

学校数 校宿泊延べ人数 千人

小学生 中学生 高校生 大学生 学校数

資料：県観光交流課「福島県教育旅行入込調査報告書」
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